
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費【平成２９年度決算】

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額３０９，６４５千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，５０５，４２８千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

779,438 351,881 182,174 1,666 40,000 203,717 障害者自立支援費     　        40,000

111,586 2,389 2,256 106,941

1,678,884 784,443 324,583 55,632 110,000 404,226 私立保育所措置委託料 　 　　　 30,000
私立認定子ども園施設型給付費　 80,000

199,867 66,892 566 168 132,241

646,165 485,967 26,713 4,612 128,873

114,035 112,185 1,700 150

292,581 116,678 19,304 50,000 106,599 医療扶助費　　　　　　         30,000
小児市助成医療扶助費　         20,000

3,822,556 1,801,368 653,103 1,700 83,638 200,000 1,082,747

507,850 3,410 1,705 570 109,645 392,520 介護給付費繰出金　            109,645

302,239 46,237 134,219 121,783

656,984 86,101 570,883

391,774 241 5,520 386,013

1,858,847 49,647 222,266 0 6,090 109,645 1,471,199

149,684 1,203 5,347 143,134

16,642 16,642

782,061 300,000 482,061

948,387 0 1,203 0 305,347 0 641,837

6,629,790 1,851,015 876,572 1,700 395,075 309,645 3,195,783

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業等における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

一般財源

３０９，６４５千円

６，６２９，７９０千円

事業名 経費
特定財源


